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• 新型コロナによる観光市場および観光関連産業への影響が長期化する一方で、マイクロツーリズムやア

ウトドアアクティビティといった新たな旅行ニーズが高まっており、今後の実施意向も強い。地域の魅力や

自然資源の価値を再認識し、付加価値の向上につなげる取組が求められている。

• 「付加価値向上」と「業務効率改善」に並行して取り組む観光型都市を目指すべきであり、付加価値向上

のためには地域資源の活用が有用だと考えられる。自治体や事業者へヒアリングを行った結果、的確な

マーケティング・ターゲティング分析や、官民が一体となった連携体制の構築が重要であることが示唆さ

れた。

• 今後、新たな地域戦略を検討する際には、自治体と事業者が、社会ニーズの変化に迅速に対応するとと

もに地域課題の認識を統一した上で、地域の産業構造の特徴を踏まえた連携体制の構築や、新たな事

業に取組やすい環境整備等を行う必要があると考える。

要旨

観光型都市における地域資源を活用した新たな地域戦略
地域調査部 樋口 亜由美

新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロ

ナ」）の世界的な感染拡大に伴う出入国制限等に

より、これまで順調に推移してきた日本のインバウ

ンド、国内観光市場は大きく落ち込み、宿泊業や

飲食業、運輸業等の観光に携わるあらゆる産業が

苦境に立たされている。本稿では、これらの観光

関連産業のウエートの高い地方圏の都市（以下、

「観光型都市」）において、地域コンテンツの再発

掘や複数の地域資源の掛け合わせといった新た

なイノベーション創出の可能性について模索し、

平時・有事におけるレジリエンスの強化を目指した

地域戦略を検討する。

1.宿泊・飲食サービス業の修正特化係数（付加価

値ベース）を用いて「観光型都市」を定義

本稿では、これまで明確な定義がなされていな

い「観光型都市」を調査するにあたり、各道府県の

中核都市（全67都市）における2015年の宿泊・飲

食サービス業の修正特化係数（付加価値ベース）

を用いて「観光型都市」を定義している。付加価値

額ベースの特化係数は、域内のある産業の比率を

全国の同産業の比率と比較したものであり、1.0

（全国平均）を超えていれば全国と比べてその産

業の稼ぐ力が相対的に高いと考えられる。ここでは、

（備考）環境省（株式会社価値総合研究所受託作成）地域経済循環分析によりDBJグループ作成
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図表1-1 中核都市における宿泊・飲食サービス業の修正特化係数（付加価値額ベース）2015年
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宿泊・飲食サービス産業の修正特化係数が1.0（全

国平均）より高いと「観光型都市」、低いと「観光型

都市ではない」と定義している（図表1-1）。この定

義をもとに次章以降では、観光型都市において今

後有用であろう地域戦略について検討していく。

2.新型コロナがもたらした観光市場・観光関連産

業への影響

では実際に、新型コロナが日本の観光市場・観

光関連産業にどのような影響を及ぼしたのだろうか。

まずはじめに、日本国内居住者およびインバウン

ド客の国内旅行消費額の推移によると、2019年は

過去最高の約27兆円であったものの、新型コロナ

拡大後の2020年には約10兆円と激減している（図

表2-1）。同様に、2020年の日本国内居住者による

国内延べ旅行者数も減少（図表2-2）、特にインバ

ウンド客数は前年比87.1％減の約412万人と激減

しており、2021年はさらに減少する（注1）と推計さ

れている（図表2-3） 。

次に、第3次産業活動指数を業種別（月次、季調

済指数）で見ると、2020年4月に観光関連産業の

大きな落ち込みがみられ、新型コロナの感染拡大

に伴い、宿泊業、飲食業、運輸業等の観光に携わ

るあらゆる産業が苦境に立たされていることが分か

る。2021年10月の最新データによると、一部業種

では回復傾向を示しつつあるが、国際空港旅客運

送業等では落ち込みが長期化しており、依然とし

て新型コロナが観光市場・観光関連産業に大きな

影響を及ぼしていることが分かる（図表2-4）。

注1：2021年の数値は、2022年1月19日公表の推計値による

図表2-2 日本人国内延べ旅行者数の推移

図表2-3 インバウンド客数の推移

（備考）観光庁「旅行・観光消費動向調査」、「訪日外国人消費
（備考）動向調査」によりDBJグループ作成

（備考）観光庁「旅行・観光消費動向調査」により
DBJグループ作成
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図表2-1 国内旅行消費額の推移
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3.コロナ禍によるマイクロツーリズムやアウトドア

ツーリズムのニーズの高まり

新型コロナの影響により直接の往来が困難な状

況が長期化しているが、この間にニーズが高まり新

たに出現した旅行形態がある。

当行が2021年10月20日から10月25日に実施し

たインターネットによるアンケート調査（図表3-1）に

よると、居住地から近い旅行先ほど旅行したい時期

が早まる傾向にあった（図表3-2）。また、2020年4

月以降に居住地がある都道府県内の宿泊・日帰り

旅行（マイクロツーリズム）を行ったと回答した人に

対し、今後のマイクロツーリズムの実施意向を尋ね

たところ、実に8割以上が今後も実施したいと回答

しており、引き続きマイクロツーリズムのニーズが高

いことが推察される（図表3-3）。

他にも、アウトドアアクティビティやグランピング等

の屋外レジャーは、コロナ禍による嗜好の変化で特

にニーズが増加しており、今後の実施意向も高く

なっている（図表3-4）。このような地域の自然資源

の価値を再認識し高付加価値化につなげる取組こ

そ、地域活性化のための有用な施策の1つだと考

えられる。

図表3-1 アンケート調査概要 図表3-2 「次に旅行する場合、行きたい時期」（回答は1つ）

図表3-3 今後のマイクロツーリズム実施意向
（回答は1つ）

 調査方法 ：インターネットによる調査
 実施時期 ：2021年10月20日～10月25日
 調査対象者 ：20歳～69歳の男女
 回収サンプル：全国9ブロック×540人=4,860人

（性年代20サンプルずつ均等に回収）
ブロック割付
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4.今後は「付加価値の向上」と「業務効率の改善」

を並行して取り組む観光型都市を目指すべき

これまでの自治体の観光政策は、観光客数およ

び旅行消費単価の増加を目標としたものが多く見

受けられたが、アフターコロナ時代においては、こ

れら2つの視点に加えて、地域経済への波及効果

についても考慮する必要があると考える。新型コロ

ナにより団体旅行から個人旅行へと旅行ニーズが

変化している中、観光客数を増加させることは難し

いため、特に、旅行消費単価の増加と地域経済へ

の波及効果の2つの視点が重要となる。有用な取

組として、旅行消費単価の増加については、滞在

時間の拡大と付加価値の向上、地域経済への波

及効果については、域内でのサプライチェーン構

築や新たな地域サービス業の創出等が考えられる

（図表4-1）。

本稿では、その中でも第1次産業を主とした地域

資源の活用が有用であると考え、次章以降では、

いかにして付加価値を向上させるのか、地域資源

の磨き上げやブランド化といったことを中心に検討

していく。

ただ、観光型都市における地域戦略を検討する

上で、付加価値の向上のみを追い求める政策では

望むような成果が得られない可能性がある。では、

他に考慮しなければならない視点とは何だろうか。

本稿では、後述する地域産業分析やヒアリング

から、付加価値の向上へ向けた取組と並行して、

業務効率改善への取組を検討する必要があると考

える。いまだアナログなやり取りが多いといわれる

第3次産業では、DX等の効率化ツールを投入し不

必要な作業や手続きを省略し接客業務に集中でき

るような職場環境の整備が求められている。ただ単

に値上げや労働賃金の引き下げを行うのではなく、

付加価値の向上とデジタル化による業務効率改善

に向けた取組を同時に行うことが、労働生産性の

改善につながると思われる（図表4-2）。

図表4-1 目指すべき「観光型都市」のイメージ

労働生産性の改善 付加価値の向上 業務効率の改善

ただ単に値上げや労働賃金を
引き下げるのではなく、「付加価
値向上」と「業務効率改善」に
おける取組を同時に行うことで、
労働生産性が改善される

マーケティング・人材投資の重要性

 自地域のポジショニングを的確に分析し、
他地域とどのように差別化・競争していくか、
有用な市場適合と資源適合を同時に検討

 自地域に有用なマーケティングおよびターゲ
ティングを定める取組が必要

 ターゲティングを定めた上で、必要なサービ
スを提供できる人材の確保およびサービス
の開発を行う

業務のデジタル化・DXの有用性

 サービス業においては、DX等の

効率化ツールを投入し不必要な
作業や手続きを省くことで、接客
等の業務に集中できるような職場
環境の整備

 社内での数値管理等をデジタル
化して共有する等の環境整備が
必要

図表4-2 労働生産性の改善に向けて必要な視点

視点 取組概要

観光客数の増加

消費単価の増加

滞在時間の拡大 周遊・広域連携の促進

付加価値の向上
（個社）モノ・サービスの磨き上げ、ブランド化
（地域）地域資源の磨き上げ、ブランド化

経済波及の増加

内製化 バリューチェーンの取組

内在的発展
コトづくり

新たな地域サービス業の創出

（備考）DBJグループ作成

（備考）DBJグループ作成
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5.的確なマーケティング・ターゲティング分析、官

民が一体となった連携体制の構築がポイント

前述のとおり、本稿ではアフターコロナ時代にお

ける観光型都市の地域戦略の検討に際し、地域資

源の活用に着目し、地域コンテンツの再発掘や複

数の地域資源の掛け合わせ等の取組を行っている

複数の自治体・事業者にヒアリングを実施した。

その中でも今回は、実際に現地へ往訪した佐賀

県嬉野市、山口県長門市、山梨県の3つの事例を

取り上げる。

まずはじめに、嬉野市の次世代を担う茶農家が

行っている「嬉野茶時プロジェクト」は、嬉野市の地

域食材である嬉野茶と、代表的な陶磁器である肥

前吉田焼、それに嬉野温泉という3つの地域資源

を掛け合わせた取組である。嬉野温泉内の旅館に

おいて、嬉野茶の生産者自らが消費者の目の前で

肥前吉田焼の器を使ってお茶を提供して、高付加

価値化を実現している（図表5-1、図表5-2）。また、

本取組を通じたイベント等の開催によって茶生産

者の収益源を多様化する等、所得の拡大ひいては

労働生産性の改善に寄与している取組といえる

（図表5-3）。

他にも、嬉野温泉の和多屋別荘は、東京のプロ

モーション会社で入居企業でもある株式会社イノ

ベーションパートナーズとともに、旅館そのものに

地域資源としての価値を見出し、使わない客室を

Wi-Fiやオンライン環境を設備したレンタルオフィス

として提供する「温泉ワーケーション」という会員制

サービスを実施している（図表5-4）。

また、リノベーションした客室や宴会場にサテライ

トオフィスを設備し、すでに首都圏のIT企業を中心

に5社ほど誘致している等、外部人材の取り込みも

行っている。実際に、入居したWEB制作会社が、

地元の有田焼のオンライン販売の支援を行うといっ

た事業もなされている。

次に、山口県の長門湯本温泉再生プロジェクト

は、官民が一体となり地域資源を活かした持続可

能なまちづくりを推進している事例である。2016年

4月、長門市は長門湯本温泉地の再生に向け、株

図表5-1 嬉野温泉旅館内の「ティーサロン」

（備考）日本政策投資銀行撮影

図表5-2 嬉野茶時プロジェクトで提供する茶・菓子

図表5-3 茶畑内で行う茶寮体験 図表5-4 シェアオフィス/貸し会議室

（備考）嬉野茶時公式HPより （備考）株式会社イノベーションパートナーズ提供資料より

（備考）嬉野茶時公式HPより
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式会社星野リゾートと進出協定を締結し、「長門湯

本温泉マスタープラン」を作成した。さらには同年8

月、長門市はこのマスタープランを基に「長門湯本

温泉観光まちづくり計画（以下、「まちづくり計画」

と）」を策定し、2017～2021年度の5年間で公民合

わせて20億円を超える事業費を投入している。本

事例の特徴としては、下記3点が挙げられる。

まず1点目は、自地域の的確なポジショニング分

析により他地域との差別化・競争力を意識し、有用

な市場適合と資源適合を検討し戦略を策定した点

である。まちづくり計画において、長門湯本温泉の

競争力を「自然を活かした魅力的な温泉街をもつ

温泉地」と位置付け、持続可能な温泉街の創出を

目指して取り組んでいる。

次に2点目の特徴として、官民が一体となった連

携体制が挙げられる。まちづくり計画の円滑な推進

のため、地域の適任者、事業者、専門家、行政が

一体となった体制を構築し、意思決定と実務検討

体制をそれぞれ分離することによって、民間事業

者の創意工夫を促す体制を構築している（図表5-

5）。

最後に3点目の特徴として、継続したエリアマネ

ジメント体制の構築が挙げられる。エリアマネジメン

トは、旅館組合等の出資により設立された長門湯

本温泉まち株式会社が担い、活動原資はかさ上げ

した入湯税を充てている。この活動に対しては、年

に数回ほど、地域外の有識者を中心として構成さ

れた外部評価委員会から、上記のような公民の取

組に対する評価を受けながら事業を推進し、長門

湯本温泉エリア全体の価値向上につなげている。

以上のような分析・体制をもとに実際に行ってい

る取組としては、地元の旅館若手経営者等で設立

された長門湯守株式会社が、公設公営だった「恩

湯」を民営化し整備運営しているほか（図表5-6）、

旅館内で萩焼作家によるペアリングイベントを開催

する等、民間事業者の創意工夫に富んだ取組がう

かがえる（図表5-7）。

最後に紹介する一般社団法人ワインツーリズム

が開催している「ワインツーリズムやまなし」は、山

梨県の地域食材であるワインを活用し、ワイナリー

や地域住民等多様なステークホルダーを巻き込み

ながら 2 0 0 8年より毎年継続的に開催している

（備考）日本政策投資銀行撮影

図表5-7 ライトアップされた長門湯本温泉街

（備考）長門湯本温泉公式HPより（撮影：下村泰典）

図表5-6 民営化された「恩湯」

図表5-5 長門湯本温泉観光まちづくり推進体制

（備考）第1回長門湯本温泉観光まちづくり推進会議資料によりDBJグループ作成

エリアマネジメント力
地域の実態把握

地域資源活用ノウハウ
豊富な人材

まちづくりと一体になった地域資源の活用
実践的な地域資源活用手法の確立

強み

意思決定

推進会議
（長門湯本温泉のエリア向上に向けた公・民の取組に関する最終意思決定機関）

・長門市長
・有識者

・観光コンベンション
・山口県

・旅館組合
・まちづくり協議会 等

デザイン会議
（公民の実施する事業のクオリティコントロール、継続的な観光地マネジメントに

向けた具体策の提案）

・ランドスケープ
・建築家

・専門家
・地元事業者

・金融機関
・アドバイザリー 等

強み

提案
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周遊イベントである。ワイナリーをピンポイントに巡

るのではなく、ワイナリー周辺地域全体を産地と捉

えイベントを構成している点が特徴である（図表5-

8）。イベント開催

日以外においても、同様の体験ができる再現性を

高め、山梨県産ワインの認知度向上ひいては新た

な消費行動の定着につながっている（図表5-9）。

地域の人口は減少しているものの、勝沼地区の

飲食店が増加するとともに、シャッター街化が進ん

でいた甲府駅周辺においては、山梨県産ワインを

提供する店舗が増えて空き店舗が減少したといっ

た成果も現れている。

上記のヒアリングを通じ、新型コロナによる移動

制限等により大きく影響を受けている観光関連産

業ではあるが、複数の地域資源を掛け合わせたコ

ンテンツや既存の自然資源の再発掘等、地域資源

の付加価値を高め非日常が感じられる特別な体験

を提供し誘客を図る取組が、地域への経済波及を

増加させるために有用であることが確認できた（図

表5-10）。一方で、サービス産業におけるデジタル

導入に関する課題も浮かび上がり、今後は、宿泊

飲食事業者等への業務効率改善に向けた支援お

よび環境整備も必要であると考えられる。

図表5-10 ヒアリングまとめ

図表5-8 ワイン産地の風景

（備考）ワインツーリズムやまなし提供資料より

図表5-9 ワイナリーマップ

（備考）ワインツーリズムやまなし公式HPより

嬉野茶時プロジェクト

地域資源の掛け合わせによ
り付加価値を向上し、高価格
サービスの提供を実現

サービスの対象および事業
目的を事前に明確にしたう
えで、地域資源の掛け合わ
せ等、特徴的な地域資源を
生かした適切なサービス提
供に取り組むことが重要

地域資源を活用す
る取組への示唆

山梨ワインツーリズム

地域資源持ち寄り型の採用
により、有機的な資源や人
のネットワークを構築

地域資源を活用するター
ゲットを明確にすると共に、
ターゲットに合わせたサービ
ス提供を可能にする地域の
ネットワーク作りが重要

エリアマネジメントを採り入
れ、まちづくりと地域資源の
活用を一体的に実施

地域資源を活用する事業者
を巻き込むことで、統一的で
実践的な地域資源の活用を
進めることが重要

産業構造を生かした取組

取組の特徴

お茶 ワイン 温泉郷
活用した地域資源

事業者間の連携を生かした
取組

長門湯本再生プロジェクト

（備考）各種ヒアリングによりDBJグループ作成



No.365-8 （2022年3月28日）

6.今後の観光型都市の地域戦略検討に向けて

今後、観光型都市における地域戦略を検討する

上では、新たなニーズに対応した戦略の転換が求

められるであろう。すでに、従来の似通った場所・

名所で多くの観光客に対応する「量・均一」の観光

政策から、観光客のニーズに合わせ高付加価値の

サービスを提供する「質・多様」への転換の動きが

みられるが、今後さらにニーズの多様化が予想され

る。これらの変化に迅速に対応し、自治体と事業者

が地域課題の認識を統一し、地域の産業構造の特

徴を踏まえた連携体制の構築等を一体となって取

り組むことにより、地域資源をより有効に活用できる

と思われる（図表6-1）。

上記の産業構造把握という観点からみると、地域

資源を生かしてサプライチェーンの上流から付加

価値向上に取り組むことで、他にはない宿泊・飲食

サービスを提供することが可能であると考える。食

料品は宿泊・飲食サービス業との産業間の結びつ

きが強いため、地域資源を活かした付加価値の高

い地場産品を有する観光型都市では、それら食料

品の付加価値向上を通じて、宿泊・飲食サービス

業の付加価値向上および雇用所得の増加を期待

できるであろう（図表6-2）。

ただ、事業者がこのような体制構築や事業を個

別に対応していくことは容易ではない。事業者のみ

ならず、自治体も必要に応じて、関係者間の調整

や観光事業者が新たな事業に取組やすい環境整

備を行うほか、域内外から誘客を図っている取組へ

の補助金やインフラ整備といった支援、外部人材

の活用やデジタル導入等、業務効率改善に向けた

取組も並行して進めることが望ましいと考えらえる。

• 地域一体での取組によ
る総合力の発揮

• 旅行スタイル、内容の
多様化

• 地域資源およびそれ
を取り巻く産業構造を
活かした取組

社会の変化
社会の変化に合わせた

戦略の方向性

• 観光客の細かなニーズ
への対応

戦略に求められる視点
視点に合わせた
具体的な取組

「量・均一」から「質・多様」へ戦略の転換 地域の実態に合わせた戦略の落とし込み

• 安心安全へのニーズ
• 安心安全という価値

の提供
• 行政、事業者間で連

携した取組

• 地域に固有の資源（＝
地域資源）を活用した他
地域との差別化

• 地域資源の活用に必要
な事業者間の連携（＝
産業構造への視点）• 旅行予算の拡大

• 高付加価値商品、
サービスの提供

労働生産性の改善付加価値の向上業務効率の改善 宿泊・飲食サービス業の
雇用者所得改善

宿泊・飲食サービス業

食料品の
域外消費の増加

移輸入額の
減少

食料品の雇用者所得改善

食料品の付加価値
向上を通じ、産業
間の結びつきが強
い宿泊・飲食サー
ビス業の付加価値
向上と雇用所得の
向上を図る

食料品
産業間の結びつき

産業間の
結びつき

サプライチェーン

• ブランド畜産物
• 生産量の多い農産物
• 知名度のある果実
• 港直送の海産物 等

図表6-1 社会ニーズに対応した地域戦略の転換

図表6-2 産業構造を活かした高付加価値化イメージ
（備考）DBJグループ作成

食料品
付加価値の向上

1次産業
（地域資源）

（備考）DBJグループ作成
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